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９．コメント・質疑応答
◇コメント◇
松村：宇都宮大学の国際学部で教鞭をとられている重田先生です。この日中関係のシンポジ
ウムで、私と一緒に企画してくださった先生です。重田先生、コメントよろしくお願いします。
 
重田：今、ご紹介に預かりました宇都宮大学国際学部の重田です。多文化公共圏センター
でセンター長をやっております。
　私自身は日中関係、中国の地域研究の専門家ではありませんけれども、大学時代に国際
関係論の授業で、中国の地域研究を少し学んだということで、当時宇野重昭先生、天児先
生にも学びました。私自身は国際協力・市民社会・国際協力NGOの専門家ですが、若干そ
のことも踏まえながらコメントをさせていただきます。
　最初、学生諸君は日中関係についてあまり知らなかったにもかかわらず、よく勉強された
と思います。高度にうまく組み合わせて発表されているなという印象がありました。
　3人（パネリスト）の話を聞いて感じたことが、まず１点目に、いうまでもなく日本の経済成
長の鈍化・景気の後退による日本の相対的地位の低下とそれに伴う中国の台頭・大国化が
裏にあると思います。皆さんのコメントにもあった身近な中国人・日本人の言葉の中にも改め
て感じさせられます。
　2点目が、日米中関係の重要性、特に日中関係だけでは考えられない部分が非常に大き
い。米を含む日中関係を話していただいたけれども、その話を聞いてもやはり、日中関係を
考えるには常に米国の存在がある。サンフランシスコ講和条約から始まり、賠償を出発点と
して政府開発援助が始まって、賠償国に賠償金を払い、無償資金協力に移行していく。そ
こに中国が介在しておらず、1972年に国交正常化になるまで空白状態であった。1978年以
降、対中円借款が始まって、日中関係が非常に評価されていくことになる。出発点としての
日中米の関係、サンフランシスコ講和条約からの歴史を見直していく必要があるのではない
かと発表を聞いて思いました。
　3点目は、梁さん（留学生パネリスト）の話を聞いて思ったことですが、大平さん、中曽根さ
んの時代の日中友好条約の関係、つまり1980年代にいま我々が戻れるかという議論が一方
ではされているけれども、1972年に結んだ日中平和友好条約を見直していく必要があるの
ではないかということです。日中平和友好条約の原点に立ち返って考えていく。やはり歴史
問題に触れると、どうしてもお互いに刺激をしてしまうというところはあります。日中韓を含
めた教科書の勉強会、これは三者で協力して歴史を見直していく試みであって、10年間やら
れてきましたが、その努力が表沙汰にならないという事情があります。それとは違うところだ
けが表面化してしまっているのが現状です。
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　微妙な問題になりますので、このことを改めて強調したいと思います。
松村：重田先生、どうもありがとうございました。後ほど時間があれば補足していただきた
いと思います。
　次に、先ほど公演していただいた天児先生お願いします。
天児：梁さん（留学生パネリスト）と3人の（学生実行委員）のお話を伺ってたいへん有意義
でした。勉強になった部分も、これは違うぞと思う部分もありました。
　時間の制約があるので、一つだけお話ししたいと思います。
　皆さんの中で、相互理解が必要だとか、「相互理解」という言葉が何度も出てきたわけで
す。梁さん（留学生パネリスト）のお話にも「相互理解」と出てきましたが、どういう状態に
なったら「相互理解」できるのだろうと、私もいつも引っかかるところなんです。
　「相互理解」という言葉に対して、「相互誤解」、「相互信頼」、「相互不信」という言葉
があります。「相互協力」に対して「相互対立」があります。つまり、対語の概念をみてみると
「相互誤解、相互不信、相互対立」は、今の日中関係それが当てはまっているなという感じ
の方が強い。「相互誤解」がなぜ起こるのかを考えることは、「相互理解」を得るためには
必要なことです。「相互誤解」がなぜ起こるのかといえば、事実関係をきちんと理解してい
ないことに原因があります。事実関係をしっかり認識することが重要です。
　例えば、尖閣諸島は日本の領土だ。「歴史的にみても」「国際法的にみても」日本の領土
であるという場合、「歴史的にみる」「国際法的にみる」とは、どういうことなのか。中国人
にとって、「歴史的にみる」ということは、「国際法的にみる」ということはどういうことなの
か。日本人も考える必要があるし、中国人も考える必要がある。そうして初めて「歴史的に」
という言葉がお互いに食い違っていることを発見する。
　あるいは、「国際法的にみて」というのは、日本はその当時いわゆる先進国といわれる
欧米、帝国主義的な列強と呼ばれ他の国を侵略していたわけですけれども、そのロジック
を中国はどういうふうにみていたか、こういう話になる。「相互理解」という言葉一つ考えて
も、なぜこういう行動をとるのか、それはどういう意味かとひとつひとつ事実を押さえるとい
うことが重要だと思います。
　もうひとつ付け加えていうと、日本人が靖国神社に行く。政治家が行けば政治的な意味
があるかもしれない。でも一般人も行くわけですから、一般人も含めて靖国神社に行くとい
うことにはどういう意味があるのか。中国では鬼神（クイシェン）という表現があり、軍国主
義者が祀られている神社だという意味ですが、この中国のロジックだけに従えば、戦争を
賛美する人たちがこの神社に行くんだとされている。日本人が靖国神社に行くときそういう
ふうに思っている人はあまりいないと思います。だから、そういうことを理解する。「相互誤
解」を解くという作業が双方に必要になります。
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　それから、「相互誤解」のなかで、最近特に深刻なのはやはり、歪められたイメージを誇
大に強調するという風潮が日中双方に広がっているということです。誇大に歪められたイ
メージを強調するということ、例えば、先ほどのアニメ、漫画、若い人たちの中国のエンタメ
の話では、中国を非常に侮蔑的にこけにすることで笑いを誘う。中国のイメー ジは一般にそ
ういうふうに入っていく。これは誤解を促進させる恐れがある。話としては面白いかもしれ
ないが、リスキーな部分がある。
　それから今日、中国での世論調査の話をだいぶされていましたが、あの世論調査も非常
に嘘があると思います。中国側の調査に関しては、日本側の調査を同じやり方ではやってい
ない。これはチャイナ・デイリーがやっているわけですね。チャイナ・デイリーがやっている
のはエリ トーの学生、北京大学などだけを対象にアンケ トーを行っている。これは中国の国
民世論といえるのかどうかということをチェックしなければならない。
　それを僕は中国人と話をしたことがある。日中の80％とか90％とかの日本に対する悪い
感情があるというのは本当ですかねと尋ねた。彼は日本で行われた調査結果の場合は本
当のことかもしれないが、中国側の場合は、官（政府）が作ったアンケ トーだから本当じゃな
いですよと答えた。項目をみてみると面白いですよ。日本はどういう国ですか。第1位、資本
主義国。第2位、軍国主義国。今年は、権威主義大国とかが出ている。日本人からみると、
日本のどこが軍国主義国なの。中国の方がよっぽど軍国主義ではないのかとなる。だから、
相互の誤解をお互いがチェックして、一般論として相互理解が必要だねというのではなく、
どこを誤解しているのかを描いていって、お互い議論して埋め合っていく、認識の差を埋め
ていく。これが必要だということです。
 
松村：どうもありがとうございました。
　では、同じく講演をしていただいた徐先生、よろしくお願いします。
徐：３点ほどお話ししたいです。
　１点目は、中国ではいま、何をもって中国世論と見るかかということが難しいところだと思
います。昔は、『人民日報』を見ればいいとされてきた。そのうち、『光明日報』も見ないとい
けないといわれ、テレビも見ないとといわれ、去年2013年からだと思いますが、微信（びしん）
というものも無視できないものになってきました。それはとても威力があるものだと感じま
す。携帯電話を持っていれば微信（びしん）には入れます。家族間のネットワークもあれば、
友達のネットワークもあれば、学部の、大学のいろんな枠が作られています。その微信の中
で、日本のイメー ジが流れてくる。どちらかといえば、その内容はポジティブなものが多い。
旅行者の日本観、日本社会に学ぶ姿勢などからポジティブなイメージを見て取ることがで
きます。従って、中国の対日本像について私はそれほど心配していません。聞いているとむし
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ろ、日本の中国像の方が心配です。
　2点目は、天児先生が先ほど指摘された梁さんに対してのコメントです。「相互理解」とは
何か。なぜ「相互誤解」が起こるかという事実関係を確認するということ。私の職場の紹
介につながりますが、華東師範大学の歴史学部に冷戦国際史研究センターがあって、さる
10月10日に資料文献検索センターを作ったんです。そこにいろんな言語の外交文書を入れ
て、特定の問題に関して各文書を多言語に翻訳し、インタ ネーットで公開していこうとしてお
ります。釣魚島（尖閣諸島）の資料も全て原典を公開する予定です。それは論評の類では
なく、その根拠とされる一次資料を、もともとの言語で公開していくという作業をいま進め
ております。
　3点目は、積極的平和主義と中国についてです。実は、1970年代、80年代の日中関係にお
いては、内政不干渉ということがよく強調されました。この積極的平和主義と中国との関係
という議論が難しいところは、おそらく、いまの時代には内政と外交のリンケージが緊密に
なっているために、内政不干渉を徹底するということが難しいところにあります。
　ここで、私が最近感じたことを紹介したいと思います。今年9月の初め頃に東京に滞在し
ておりましたが、ちょうどそのときインドの首相が来日していました。ここで感じた問題とい
うのは、マスメディアがこの問題について説明をするたびに、中国を念頭においたという、こ
の報道ぶりでした。私はその報道にすごく違和感を感じたというか、なぜ中国をわざわざ取
り上げるのかと思ってしまいました。その後インドの首相は中国にも訪問しましたが、それに
関してマスメディアの報道を注意深く観察していました。中国の報道では「日本」という言葉
はあまり使わなかったと思います。日本も中国も相手を意識しながら対インド外交を行って
いるとは思いますが、それをことさら口にすることに違和感を覚えるのです。口にするという
のは内政的事情があるからでしょう。
　最近、中国の首脳が日本の首相と握手したときのあの表情はおかしいと言われますが、
その表情も国内向けの対策だろう。問題なのは、昔はテレビも何もなく、報道は記事だけで
表情が見えないのでよかったのですが、いまでは国内向けのものもそのまま国外に伝わって
しまい、そのまま写ってしまう。いまの時代の難しいところですね。相手を気にするのはいい
としても、なぜ口に出してしまうのか、なぜ表情に出してしまうのかということに違和感を覚
えます。ここに日中関係の変なところがあると思います。
　これらの現象は一時的なものであるように祈りながら、歴史問題に取り組んでいます。
松村：3人の先生方、どうもありがとうございました。後ほど時間があるかもしれないので、
言い残したことがありましたら是非、コメントをください。
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◇質疑応答◇
松村：ここで学生に答えてもらう前に、質問やコメントを含めて会場の方に何名か意
見をいただきたいのですが、自由に手を挙げてくだされば、マイクを持ってまいりま
す。
参加者1（学生）：2番目の発表について質問とコメントです。ステレオタイプに関
するお話だったと思うのですが、いま韓中に関する週刊誌であったり、ネット記事で
あったり、報道というのは多いと思うが、なぜネガティブな中国のイメージを日本の
メディアは好んで報道するのでしょうか。それに関して、何かコメントがあればお願
いします。
参加者2（学生）：梁さん（留学生パネリスト）に質問ですが、日中国交回復時にお
ける国交回復っていうのは、とかく我々だと田中角栄元首相の強いリーダーシップに
よって日中国交回復がなされたんだと理解をしております。梁さんは大平正芳の研究
をなされているとのことですが、中国側から見た大平正芳というのはどのような中国
観、世界観をもって日中関係に貢献したのか、ご質問させていただきたいと思いま
す。
松村：一般でご参加されている方で何かご質問があれば、お願いします。
参加者3（一般）：内容が多すぎて駆け足で言っていて、どこに焦点があてているの
か、ぼやけているという印象でした。
　徐先生にお聞きしたいのですが、今日は沖縄についておっしゃっていなかったので
すが、沖縄というところは重要だと私は考えます。日米中の三国を見据えるときに、
アメリカと中国は経済国の第1位と第2位である。しかも両国とも核兵器を所有して、
戦後の枠組みである国連の常任理事国であるという立場にある。その両国からみる
と、ソビエト連邦が崩壊したあとも、この冷戦の世界をアメリカと中国は右手で握手
をして、左手で刃を握りつつ隠しつつという関係ですね。
　この米中が今後の世界を分割する立場にあるのではないかと思います。しかもその
真っ只中にあるのは、沖縄というところですので、本土と沖縄の立場もあるとは思い
ますが、沖縄には地理的位置、政治的位置という重層的な重要性があるのではないか
と思いますので、この点につきまして徐先生にコメントをいただければと思います。
松村：どうもありがとうございます。他にコメント、質問がある方いらっしゃいます
か。
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参加者4（学生）：最後の発表のなかで日中関係安定化のためにできることについて
話があり、議論しやすい問題から二国間で交渉を進めることが必要ではないかという
指摘がありました。日中間にはいろんな問題があり、複雑化している問題もたくさん
あると思いますが、議論しやすい問題というのは具体的にはどういう問題なのか、ど
のようなアプローチが議論しやすいのかについて質問させていただきたいと思いまし
た。よろしくお願いします。
　
参加者5（一般）：天児先生にご質問です。世界銀行について先ほど触れられたと思
うのですが、中国の今後の新自由主義に対する将来的な態度、アジアインフラ投資銀
行についての評価についてお話をいただければと思います。
参加者6（学生）：工学と外交に関する質問をしたいと思います。私は工学部なので
将来、軍事産業に関わる可能性があるかもしれないのですが、日本の武器製造輸出が
どのように日中関係に影響を及ぼすか。先生方と学生に質問したいです。
松村：わかりました。対応できる範囲でお答えします。
参加者7（一般）：素朴な質問なんですけれども、現在、中国の学生教育で抗日教育
をしていると思うのですが、70年代にはこれはあまりなかったと思います。
　江沢民の時代から日本の戦争について教えていると聞いたんですけれども、相手の
悪口を言うことそのものがまずなくならないと、ますます悪いイメージを持つと思い
ます。
　私は毎月中国に行くのですが、ここ3年ぐらい急激な悪化がありますよね。日本人だ
というと、日本人なのかという言われ方をする。そういうところを教育面で抑えるこ
とはできないのか。日本でも中国の極端な悪口をいうのはやめようという話になって
おりますので、教育面でお互いの理解が必要ではないかというような気がしました。
参加者8（学生）：マスディアを通して考える日中関係の発表の中で、レジュメだと
24ページなのですが、下方の世論調査のところで、日本人が中国人に対してどう考え
ているのかというところで、国際ルールと異なる行動をするからという理由が大きな
割合を占めていて、その次に中国人のマナーということが挙がっています。
　しかし、その中国人のマナーについて発表された内容はメディアが取り上げものを
紹介するということになっていましたが、これは日本人の視点で考えたマナーなのか
なと思います。日本人は国際的なマナーやルールを知ったうえで中国人のマナーは悪
いと言っている、日本人の視点で考えてしまっているのではないかと思います。
　これは先ほどから何回も話に出てきているように、相互誤解を生み出してしまう原
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因なのではないかと思い、意見として挙げさせていただきました。以上です。
松村：ありがとうございました。彼（参加者8）も中国に1年間留学していたので良い
意見をいただきました。
　学生の代表に発表順に答えてもらって、重田先生を含めて先生方にお答えしていた
だくということで、どの質問やコメントお答えするかはお任せしますので、いただい
た質問やコメントに答えてください。
梁（留学生パネリスト）：通訳を通して質問を聞きました。田中角栄元首相はリー
ダーシップをとって、国交に大いに貢献したと日本人は一般に認識しているのです
が、大平正芳元首相の貢献はあまり知られていないということでした。
　それについて大平正芳元首相はどのように、中国の認識を持っていらっしゃって、
どのように貢献したのか確認したいということについてお答えします。
　私が資料を見た限り、1972年に日本の総理が選出されたとき、田中元首相と大平元
首相と中曽根元首相は、選挙前にある合意を達成しました。つまり、対中国交回復す
るという合意です。大平元首相にとって対中関係に影響する要因の一つはアメリカで
す。二つ目は、日本が世界でどの位置にいるのかという考えです。三つ目は、大平元
首相個人の経歴です。
　私が調べた限り、アメリカの存在は、大平元首相の対中観においてとても大きな影
響を与えていると思います。みなさんもご存知のとおり、71年のニクソンショックで
アメリカは日本の頭越しに中国に外交的接近をはかった。大平元首相はいつも時代の
流れを強調しているのです。米中接近は時代の流れの一部であるということを認識し
ております。それから、1971年中国が国連に復帰したことも時代の流れの一として重
要です。
　2番目の影響は、大平元首相にとって日本が世界でどの位置を占めるのかという問題
についてです。大平元首相は、日本は自由世界の一員であると認識しています。しか
し、冷戦という時代背景を考えると、自由世界はアメリカをリーダーとした世界であ
る。それもアメリカの要因につながると思います。
　3番目の要因についてですが、大平元首相は1930年代に、中国の興亜院に所属してい
ました。大平元首相の回顧録、伝記のなかでも、戦争に反対する概念を持っていらっ
しゃいます。大平元首相は中国にかつて住んでいましたので、中国に愛情があるよう
です。したがって大平元首相の対中観で、もっとも影響があるのはアメリカです。
劉（学生パネリスト）：マスメディア班の質問は私がお答えします。なぜ日本のメ
ディアは中国の報道が多いのか。私自身が聞きたいです。私は日本に留学して毎日の
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ように、中国ニュースを見ます。心が痛いくらいです。中国ニュースが多いのには主
に三つの原因があると考えています。
　第一に、日本人がそういう見方が好きであるということ。だからこそネタを多く報
道すれば、視聴率がとれるということでしょう。二点目は、日本が経済的に不景気に
なることを毎日のように騒いでいる一方で、中国の経済は発展していて、それに対し
て日本人はある意味で現実から逃れたいという気持ちもあるのではないでしょうか。
そういうふうに考えています。
今（学生パネリスト）：レジュメの24ページの中国人のマナーについてご質問をいた
だきました。言葉足らずで意味が捻れて伝わってしまったのかなと反省しております
が、日本で中国人のマナーについて、どのように報道されているのかをお伝えするた
めに、こちらの画像を使ったのであって、決して私たちが中国人を批判しているとい
うものではありません。まず、その点をご理解いただきたいと思います。
　ここで取り上げたテレビ番組については、それを見ていたらこういうイメージが定
着してしまうとも思います。天児先生がおっしゃっていた「相互誤解」というものが
できてしまうのではないかなということを遠回しではありますが、お伝えしたかった
というスライドでした。
松村：議論しやすい問題は何かということ、武器製造について答えられそうなら答え
ていただきたいです。
小野寺（学生パネリスト）：議論しやすい問題とは何かということについてはレジュ
メの30ページの左下、戦略的互恵関係がどういう部分で広がっていくかという部分か
ら説明したいと思います。
　松村先生からお話を伺ったんですけれども、いま中国で医療の問題が大きいと聞い
て、日本は高い医療技術を持っていると思うので、そういう部分で対話を補ったり、
中小企業にとっても、企業だけに関係を任せるのではなく政府からも企業同士が交流
できるような、そういう部分で議論しやすい問題からいろんなことを進めるというこ
とを考えました。
　武器製造については、日中関係でそれほど影響があるのかどうかは私もわかりませ
んが、軍需産業が良いかどうかといった点は、文系の人たちが議論することだと思っ
ています。それを実際に技術として作る、たとえば核開発に関しては工学の方が、や
はり分野は違っても問題は関連していているので、文理がお互いに相手の分野につい
て、自分が勉強したことがどう生かされるのかを知るということが重要だと思いま
す。いずれにしても軍需産業の場合、分野を超えて考えないと、その問題の本質を捉
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えられないのかなと思います。私たち学生も自分の学部のことだけではなくて、他学
部のことも勉強しなくてはいけないという点で重要だと思いました。以上です。
松村：直接質問があった天児先生、徐先生に答えていただいて、最後、重田先生に答
えてもらうという形でよろしいですか。では、お願いします。
天児：5つぐらいあったと思いますが、最初に日本メディアがなぜ中国にネガティブ・
イメージを強調するかということで、まず一つ押さえておかなくてはならないのはネ
ガティブになるような事実が起こっているということ。これはやはり否定できない。
　意図的に悪口を言っているのではなくて、たとえば、中国の軍事力の増強の仕方を
取り上げるとすると、中国の人はそれに関して過剰な反応だと反論する。中国の国防
費、国防予算は全人代で発表されるわけだから中国人の人はみんな知っている。その
増強の仕方はすごいじゃないですか。国際的に戦争が起こる危険はないのに、なぜこ
れほどまでに急激に軍事力の増強をしなきゃいけないのか、日本人のみならず多くの
国の人々、周囲の国々は思っている。だけどそれを無視して、どんどん上がってい
く。
　恐らくそれは、私は中国の専門家だから中国の意図を分析すると、アメリカとの対
抗関係を見据えた軍事力の増強ですよね。だから日本を問題としていない。日本を問
題にすれば2006～7年の軍事力の増強で十分なんですよ。だけど、彼らの目的はアメリ
カとの対抗関係を作るということなんですが、対抗関係といっても戦争をするってい
うことではないですよ。力がないと、こちらの言いたいことも言えない。だから力を
つけるんだというロジックです。そういう意味で、やはり軍事力を増強する。だから
周辺国にとっては、このことが大きな波になる。大きな船が少し揺れたら、すぐそば
の水で小さな船が大きく揺れてしまうのと同じように、それは脅威になる。
　食品の問題もそうである。餃子の事件もそう。餃子に毒が入っていれば怖いです
よ。中国餃子は危険だと、日本人だけでなく中国人もそうおもうと思う。それを「中
国」という一般名詞で語られているということは問題だと思うけども、事実としてあ
るということは否定しがたい。
　環境汚染だってそうですよね。それを取り除く努力を中国側にしてもらわないとい
けないと思う。ただ、それにしても日本がネガティブ・イメージを盛んにするという
のは、日本が沈みかかっているなかで、どうやって中国と対抗できる環境に作り直す
かという考え方の一環にあるのかもしれない。
　それから、沖縄の重要性の話は、いくつかの要素があると思います。一つは、先ほ
どいわれたとおり地政学的位置ですね。ある有名な中国海軍の指導者・劉華清を中心
に作った海洋戦略、海軍発展計画（長期計画）というものがありますが、それを基に
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して話をしたいと思います。
　最近日本のテレビでよく出てくる第1列島線、第2列島線というものがありますね。
第1列島線を引くと鹿児島から、琉球諸島それから台湾、そしてフィリピン、これらは
つながっているわけですよ。そこにまさに琉球諸島が位置づけられる。これは戦略的
にいって、非常に大事な位置を占めることが明らかなわけで、ここを突破してはじめ
て、中国は太平洋地域におけるハワイ以西のイニシアチブをとれるという発想なわけ
です。やはり地政学的にいって、琉球諸島がキー・ポジションにあるということは間
違いないと思います。
　それからここ数年、中国は琉球帰属問題は未決着だという言葉を使っている。琉球
は1879年に沖縄県に編入され、琉球王国と名乗るのをやめたわけですね。当時あった
のは日清関係ですね。沖縄、日本、清の三者がいろいろな取り決めをするわけです
が、当時日本が台頭している力関係のなかで、琉球を沖縄県として日本に編入をする
ことを中国（清国）側は黙認した。それがいまなお未決着だという議論が、最近出て
きている。その背景に、あるいは中国に、力がついてきたからです。確かに、琉球を
めぐる一つの紛争の種っていうのは実はある。僕は琉球大学で8年半教えていたことが
あり、その前後も頻繁に沖縄に行っているからよくわかるんだけど、沖縄の人、特に
久米島の人、八重山の人、ほとんど台湾から流れてきた人とか、大陸の福建省から来
た人で「天児さん、実は僕の古い名前は毛（もう）というんですよ」といった話を聞
きます。沖縄と福建省には非常に緊密な関係があるというのは前提にあって、沖縄の
人が「私たちは中国と一緒になって日本から分離します」と言っているなどとメディ
ア的にはセンセーショナルに報道しますが、そういう人は圧倒的少数です。自分たち
は日本だという意識は非常に強いと思います。ですからそういう意味で私は、帰属問
題を議論するときに日本政府と中国政府が沖縄はどっちに帰属するのかと議論する前
に、沖縄の人自身はどう考えているのか。沖縄の人が持っているアイデンティティは
何なのか、沖縄は沖縄の独自のアイデンティティを持ちながら、同時に日本のアイデ
ンティティも持っている、こういった点は押さえておかないといけないと思います。
　新自由主義の質問がありましたが、世界銀行と国務院経済発展中心の共同レポート
について、あのレポートを読んで驚きました。驚いたというのは、基本的にはグロー
バル資本主義というのを徹底的に進めようという発想ですね。ですから、いかにして
中国は国際経済の中に入っていくか、そのための障害がたくさんある。たとえば、国
営企業の問題とかがあるけれども、それをどうやって乗り越えるか。そういう話が中
心的問題なんです。だから、政治的な自由化を進めるかといったらそういうわけでは
ない。いま、まさに習近平が進めようとしているのは政治的な自由化はしない。しか
し、経済のグローバリゼーションというのは全面的に進めていこうということです。
その際、どうやって障害を乗り越えるかが基本的な問題です。
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　歴史教育、抗日戦争についての質問があります。私の大学院生の学生も歴史教育
の勉強をしている学生がいる。決して1990年代の江沢民時代に初めて、歴史教育が始
まったわけではない。江沢民が愛国教育したから反日が強まったというロジックだけ
では、誤解が生まれると思います。日中戦争があったのは事実ですね。その事実と、
本来は1972年の国交正常化のときに、もっと私たちは国民レベルの対話ができる環境
があればよかったと思います。それはいってもしょうがないが、非常に大事な側面で
あります。それに日本はある意味甘えたかもしれない。周総理は、とにかく我々は賠
償請求を放棄します。その代わり、日本も台湾問題は中国側の期待に答えます、とい
うやり取りがあったわけです。合意したわけですね。ですから、賠償請求の問題につ
いて中国の当局は決着済みということでいいということを93年ぐらいに言っていまし
た。私はそのあとに実際に中国の中央対外連絡部の人と話したことがあり、国民から
民間賠償の議論が出てきているけれども、民間賠償とはどういうふうに認識している
のですかと聞いたら、私たちは中華人民共和国の人民を代表する政府ですと、その代
表する政府が日本との間で賠償請求は終わったという認識しているのだから、それは
国民の意思でもありますと言ったわけです。このことを新聞に書こうと思いました
が、それはやめました。中国政府も賠償請求の問題に関して民間賠償は終わっていな
いと積極的にいえないわけです。もし中国政府がこの問題を強くいうようになるな
ら、私としてはわかりましたと答えますが、その際には1972年の合意に関して日本と
中国の政府は合意をしたのだから、民間賠償の問題も日中両国の政府の責任でこの問
題を解決しましょうということを提案すべきだと思っています。たぶん、日本の外務
省のなかでもそう思っているでしょう。
　歴史教育の問題に話を戻しますと、たしかに江沢民時代に歴史教育を行った。そも
そもは、中国は共産主義でやってきましたが、この時期になるとイデオロギーで国家
の統合ができなくなったわけです。天安門事件がそれを象徴していますね。統合がで
きなくなったから、それに代わる教育として徹底した愛国教育が出てきたわけです
が、これによって国内の意思を統合し、引き締めていこうとしました。これが一番の
理由だったのです。ただ、それを具体的にやろうしたら抗日戦争を題材にするのが一
番いいわけです。ですから、抗日戦争教育、反日教育になってしまうのです。しか
も、日中関係は悪くなるからなおさらのこと、現実の日本、たとえば現実に尖閣を占
拠する日本、侵略する日本ということと、過去の侵略した日本、軍国主義というのが
重なってしまい、相乗効果をもたらしてきました。中国の統合にとって、引き締めに
とって、それが有効だからいま使っているのだと思います。有効でも歪めた日本像を
作るというデメリットを、中国側も深刻に受け止めるべきだと思います。
　武器輸出については、安倍首相の考え方っていうのは非常にリアリズムの強い考え
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ですね。現実主義的な考え方からいえば、日本の軍事的な力というのは、中国に対し
て落ちているのは事実である。落ちた状態でどうリバランスするかという話です。リ
バランスするということは、アメリカとの同盟を強めるということ。それから同時に
中国周辺で、小国で中国に脅威を感じているところで、軍事的支援をする。軍事的支
援といっても直接的軍事的支援はできませんよ。フィリピンの武力は、中国の地方軍
が攻めていってもやられるぐらいの力だから、それに対して武器を輸出して、防衛体
制を強化させようということですが、これは現実主義的発想からいえば当然のことで
す。ただ、私はそれがいいとは思いません。そうする前に、中国との相互不信、相互
対立、相互誤解の関係を解決することに努力するべきだと思います。日本は基本的に
は、憲法9条を非常に誇るべきですが、この9条の理念をただの理念として受け止める
理想主義ではなく、それをどうやって現実的に効果のあるものにするかを考えるべき
だと思います。9条は明らかに世界的に一つの財産である。ガンジーの非暴力主義が世
界の財産になるのだったら、日本の憲法9条が財産になってもいいわけです。9条の理
念をどう具体化するかということに我々は知恵をしぼるべきである。以上です。
松村：どうもありがとうございます。徐先生、お願いします。
徐：時間が限られていますので、一点だけお答えしたいと思います。先ほどご指摘い
ただいた問題、教育の現場で相手に対する極端な悪口を減らすべきだということには
賛成します。いま自分でも努力をしているところであります。実は、華東師範大学で
は大先生になると、通常学部向けの授業は担当しませんが、私は学部生の授業を行
うことにしています。少なくとも、1コマ120人くらいは集まる。中国に留学をする
気があれば、是非ご連絡いただければと思います。華東師範大学でもさまざまなプ
ログラムがあり、支援できるところはできるだけ支援いたします。松村先生のところ
にご連絡いただいてもいいし、そのようなところで一生懸命に教育できたらなと思い
ます。以上です。
松村：どうもありがとうございます。重田先生、お願いします。
重田：今日は話に出ていなかったんですけれども、国際協力・市民社会・国際協力
NGOの専門家ということで、香港の運動などがありますが、市民社会の目からみて地
道に日中間が交流、国際協力をし合って、環境教育とかをしていくことが重要だと思
います。現にそういうNGOやグループもありますから、そういうところから出発する
ことも重要ではないかと、改めてお話を聞きながら思いました。やはり政治的な対立
だけでは突破できない。中国のグローバル資本主義という話が出ましたが、私もカン
ボジア、ラオスなどのアジアに行くと、中国の投資がものすごいわけですね。香港の
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デモの一員も中国の投資で物価、土地が値上がったということもあると思いますが、
中国がどうやったら国際的な規範とか国際法を守ってくれるかという問題を深刻に考
えている。さらに中国のODAについても同じですね。DACの開発援助のルールからは
ずれて、アフリカやその他の地域に援助していく。どうやったら西側のDACと国際協
力していけるかっていうことを常に問いつづけることが我々の役割だと思います。以
上です。
松村：どうもありがとうございました。私は司会なので、何も言えなかったんですけ
れど、質問を3つだけして終わりたいと思います。先生方にお答えしていただく時間は
ありませんので、皆さん自身で考えてみてください。
　一つは、中国が軍拡をしているのは、天児先生がご指摘された通り、やはりアメリ
カをみているわけですね。日本はどうすればその中国の軍拡を止めることができるの
かということが一つの課題だと思います。手立てがあるのかどうかもよくわかりませ
んが、たとえば、核兵器の数を減らすといったことであれば、多少はできるとは思い
ます。あとは北朝鮮の問題ですね。朝鮮半島の非核化は、頑張ればまだできる段階に
あると私は信じているので、そのためにもう少し戦略を考えてもいいと思います。中
国の軍拡を前に日本ができることはあるんだろうか。
　二つ目は、天児先生の本で指摘されているんですけれど、日本と中国の二国間関係
だけを考えた場合、最初は日本がイニシアチブをとっていた時期がある。90年代後半
から2000年代ぐらいにかけて、だいたい日中が同じぐらいの比重で付き合うようにな
る。2000年代の末ぐらいなると、明らかに中国が日中関係のイニシアチブをとるよう
になる。例えば、最近行われた日中会談について考えてみると、中国側が日本に条件
を二つほど突きつけていて、それをのまない限りは日本とは会談しないといっていた
わけですね。日本としては随分それで苦労したとは思います。日本自身にも悪いとこ
ろはありましたが、それでも何とか日中会談にこぎつけた。そう考えたときに、中国
がイニシアチブをとっている日中関係のなかで日本ができることはなんだろうか。
　三つ目、重要な問題ですが、パクス・シニカがやってくるのかどうかについては疑
問がありますが、中国が米国に並ぶ大国になった場合、中国は既存の国際ルールをど
うするつもりなのかということです。国際連合、WTO、いまのところそれに挑戦す
るという構えは全くないと思うのですが、ただ中国なりの理屈からいうと領土問題な
どについては一定の矛盾があるわけですね。中国が「超」がつくほどの大国になると
した場合、そのときに既存のルールを組み替える用意が今後あるのか、あるいは既存
のルールをある程度尊重するのかというのは予断を許さない問題だと思います。これ
を疑問として投げかけて終わりたいと思います。隣の部屋でお話を伺えればと思いま
す。長い間、ありがとうございました。
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